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はじめに 

 
沖縄県では、本島中南部都市圏（以下、都市圏）において、これまで３回のパーソントリップ調査

（以下、PT 調査）を実施し、時代に応じた都市交通施策を推進してきました。前回の調査から 17
年が経過し、都市圏内の⼈⼝は約 11 万⼈増加し、沖縄都市モノレールの延⻑、道路ネットワークの整
備など、交通環境・道路環境の改善が図られる⼀⽅、依然として交通渋滞は慢性化しており、都市圏
内に形成された⾃動⾞依存度が極めて⾼い社会は、住⺠⽣活の隅々にまで影響し、それが新たな課
題を誘引しています。 

本来、移動の多くは、ある目的のための派⽣需要ですが、その移動を時間的・空間的な⾃由度に優
れた⾃動⾞にばかり頼ることで、本都市圏はクルマ中⼼の都市構造・社会構造となっています。 

そのような状況からの脱却に向けて、2022 年度（R4）から４回目となる PT 調査を⾏い、都市圏
内の根本的な課題を、構造的な側⾯（都市構造・社会構造・都市交通・近年の変化）から分析する
ことで、都市圏の課題を整理しました。 

 

調査結果から導かれた「都市交通マスタープラン」は、都市交通の将来（20 年後を想定）のあるべ
き姿のみならず、⼈中⼼の都市構造・社会構造を視野に、他分野連携の⽅向性を⽰す計画で、バック
キャストの⼿法を⽤いて、県⺠や様々なステークホルダーの意⾒を踏まえ策定される「次世代交通ビジョン
おきなわ」とともに、総合的な計画づくりや施策を促進し、都市圏内にお住いの皆さまとともに、安全・安
⼼で暮らしやすい地域をつくっていくための道しるべとなります。  

「過度なマイカー利用」
本来派生需要であるはずの「クルマ」が、
都市構造・社会構造を規定

「クルマ優先の都市構造」
スプロール化の進展
駐車場だらけの街
歩行者がクルマを避けて歩く街

「クルマ社会」
クルマは贅沢品ではなく生活必需品

『貧困であっても
⾞を持たざるを得ない社会』

社会
根源需要

「健康で文化的な生活」

都市
「機能的な都市活動を確保」

交通
派生需要

本来あるべき姿
根源需要を満たすための都市と
その派生需要としての交通

都市の規模に相応した
「定時速達性の高い公共交通システム」がなかったため
都市内に強度な「クルマ社会」が形成された。

基本的人権
「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」

日 本 国 憲 法
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本マスタープランは、全７章で構成されています。 
 
 １章では、PT 調査の概要とマスタープランの位置づけを⽰します。 
 ２章では、統計データから沖縄県の有する特殊事情に起因する都市構造上、社会構造上の

課題を⽰します。 
 3 章では、調査で得られたデータの分析から都市圏の現状を明らかにします。 
 ４章では、沖縄県の特殊事情や PT 調査の分析を踏まえた都市圏の課題と対策の⽅向性を

⽰します。 
 ５章では、都市交通マスタープランとして都市圏が目指すまちの姿やライフスタイルを都市構造と

交通ネットワークの両⾯から提案すると同時に、マスタープランが実現された後の⽣活のイメージを
共有します。 

 ６章では、マスタープラン実現による都市圏の課題に対する改善効果を⽰し、具体的な数値目
標を掲げます。 

 ７章では、マスタープランを実現するためのモニタリング・⽀援体制及び、都市交通総合戦略へ
向けた検討事項を⽰します。 
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1 
1. パーソントリップ調査の体系 

1-1 パーソントリップ調査の概要 

パーソントリップ調査は、都市における⼈の移動に着目した調査で、世帯や個⼈属性に関する情報
と、1 ⽇の移動をセットで尋ねることで、｢どのような⼈がどのような目的・交通⼿段で、どこから どこへ、どの
ような時間帯に移動したか｣を把握するための調査です。 

沖縄本島の読⾕村・うるま市以南の都市圏 17 市町村の住⺠を対象に、５歳以上の対象⼈⼝約
112 万⼈に対して、無作為に選ばれた約 13 万世帯、約 28 万⼈にアンケート調査表を配布し、約
2.8 万世帯、約 5 万⼈の回答を得ました。 

⼤規模な調査でしたが、住⺠基本台帳からの調査対象者抽出や戦略的な広報など、17 市町村の
協⼒のもと、円滑に調査を実施することができました。 
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1 1-2 都市交通マスタープランの位置づけと役割 

(1) 「都市交通マスタープラン」とは 

パーソントリップ調査の結果から、都市交通の現況を把握・分析し、将来交通の予測を⾏い、概ね
20 年後の都市圏の都市交通のあり⽅を提案する｢都市交通マスタープラン｣を策定します。 

都市交通マスタープランは、都市と地域の将来像を⽰し、⼈とモノの移動を計画的・総合的に整備・
改善するための中⻑期的な計画であり、「誰もが移動しやすいまち」や「快適で持続可能な都市交通
システム」の実現に向けた取組みを進める指針を⽰すものです。 

都市交通マスタープランの策定の意義は、住⺠の実際の移動範囲（⾏政界を超える都市圏）を対
象として、実態調査から得られた結果を基に、都市構造（居住地・都市機能）と交通ネットワーク
（道路網・公共交通網）の両⾯から中⻑期的な都市・交通計画の指針を⽰すことにあります。 

(2) 計画策定の目的と役割 

パーソントリップ調査から明らかにされた、都市構造・社会構造・都市交通における課題の解決策を、
定量的根拠をもって⽰すと同時に、目指す暮らし⽅とまちのすがたを、まちづくりの主体である、“住⺠・
事業者・⾏政”が共有できるよう分かりやすく⽰します。これにより、まちづくりへの多様な主体の参画を
促します。また、課題解決のための具体的な取組を実現するための実現体制や、都市計画法に基づく
都市計画の決定や変更を⾏う際の⽅針を⽰す計画として位置づけられます。 

(3) 「次世代交通ビジョンおきなわ」との関係 

「都市交通マスタープラン」が、数理モデルに基づいた需要予測を伴う定量的な交通計画・都市計画
なのに対し、「次世代交通ビジョンおきなわ」は、主にバックキャストの⼿法を⽤いて、県⺠や様々なステー
クホルダーの意⾒を踏まえ策定される構想となります。 

互いの特徴は以下のように区別され、目標年次は同⼀ですが、都市交通マスタープランは主にフォアキ
ャストによる定量的な分析から、これから先 20 年後に目指すべき都市圏を検討するのに対し、次世代
交通ビジョンおきなわは主にバックキャストによる定性的な⼿法により、20 年後の沖縄の望ましい公共交
通の将来の姿を描きます。これらのアプローチの違いにより、データから定量的に導かれた都市像と県⺠の
想いから⽰された望ましい姿が重なり、「現状」と「未来」をつなぎ課題解決と新たな価値創造が統合した
施策の⽴案が図られます。 

 
 都市交通マスタープラン 次世代交通ビジョンおきなわ 

検討手法 主にフォアキャストによる定量的分析 主にバックキャストによる定性的分析 
対象区域 沖縄本島中南部都市圏 沖縄県全圏の陸上交通 
目標年次 2045 年(これから先 20 年後) 2045 年(未来から振り返った 20 年後) 
将来像 目指すべき都市圏 望ましい公共交通の将来の姿 
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1 (4) 「沖縄本島中南部都市圏域マスタープラン」との連携 

「都市交通マスタープラン」の策定と並⾏して、都市圏を⼀体として捉え、将来の都市圏の広域的な
役割分担や⽅向性等を⽰し、持続可能な都市圏形成に資する「沖縄本島中南部都市圏域マスター
プラン」（以下、圏域マスタープラン）が策定されます。 

その関係は下図に⽰す通りで、都市圏における「都市交通」と「まちづくり」のマスタープランが連携する
ことで、コンパクト＋ネットワークの具体化に向けた施策展開が図られます。 

また、圏域マスタープランにおいて、都市圏域に共通するまちづくりの⽅向性を⽰し、各都市計画区域
の範囲や制度等の考え⽅を整理することで、法定の各都市計画区域マスタープランとの調和・整合が図
られます。 

 

沖縄本島中南部都市圏域
マスタープラン

那覇広域都市計画区域
マスタープラン

南城都市計画区域
マスタープラン

中部広域都市計画区域
マスタープラン

都市計画
（県決定） 都市計画事業

調和・整合

則する 則する

【都市計画法に基づく】

沖縄本島中南部都市圏
都市交通マスタープラン

連携

沖縄本島中南部都市圏
総合都市交通戦略

コンパクト ＋ ネットワーク

市町村都市交通
マスタープラン

市町村
都市交通戦略

【圏域マスタープラン策定意義】 
 沖縄本島中南部は、駐留軍⽤地等の社会的事情、南北に細⻑く東⻄に急峻な地理的事

情等から南北に分断され、これまで別々の都市計画区域の下で発展してきた。 
 嘉⼿納以南の 1,000ha を超える駐留軍⽤地の返還が⾒込まれており、成熟した都市に、⼤

規模で優良な都市機能⽤地が⽣み出されることの都市機能へのインパクトは甚⼤である。 
 跡地と周辺を含む都市の拡⼤、跡地を活⽤した交通基盤の整備が完了し、都市の拡⼤と連

坦、移動の円滑化は、中南部都市圏が⼀つの都市として機能することを想定させる。 
 ⼀⽅、超⾼齢社会や⼈⼝減少による社会構造の変化は、都市部・地⽅部それぞれのまちづく

りのあり⽅に影響を与えることが想定される。 
 

 沖縄県の都市計画においては、法定の２０年後を超え、駐留軍⽤地跡地と跡地周辺の都
市化や交通基盤が概成した２０年後＋αの将来を⾒据え、それぞれの都市計画区域の範囲
や制度等の考え⽅を整理し、中南部都市圏域に共通するまちづくりの⽅向性を⽰す必要があ
る。 
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2 
2. 都市圏の構造上の課題 

沖縄県には、４つの特殊事情を有しており、それに鑑み、沖縄振興特別措置法等に基づく各種特別
措置が講じられてきました。 

その４つの特殊事情とは、先の⼤戦中に苛烈な戦禍を被ったことや戦後四半世紀余にわたり我が国
の施政権の外にあったこと等の「歴史的事情」、東⻄約 1,000km、南北約 400km に及ぶ広⼤な海
域に多数の離島が散在し、本⼟から遠隔にあること等の「地理的事情」、我が国でも稀な亜熱帯海洋
性気候にあることによる特殊病害⾍の存在や塩害、台風の常襲地帯ということ等の「⾃然的事情」及び
我が国における⽶軍専⽤施設・区域が集中していること等の「社会的事情」となります。 

そのうち「社会的事情」では、市街地を分断する⼤規模な駐留軍⽤地の存在によって歪な都市構造
を余儀なくされている状況や、「歴史的事情」等を背景に、⼀⼈当たりの県⺠所得は依然として全国最
下位の⽔準にあり、加えて、非正規雇⽤者割合や⼦どもの貧困率の⾼さ等は全国と⽐べて厳しい状況
にあります。 

こうした特殊事情に起因した都市構造・社会構造上の課題が、都市交通上の課題にも影響している
ことが、パーソントリップの調査の分析から明らかになりました。 

 



 

12 

都
市
圏
भ
構
造
上
भ
課
題 

2 2-1 都市構造上の課題 

(1) ⾼密度な都市構造と脆弱な交通インフラ 

沖縄県⼈⼝（約 145 万⼈）の約８割（約 122 万⼈）が本都市圏に集中しています。⼟地利
⽤に関しては、中部圏域の約 23%の⾯積を駐留軍⽤地が占めており、⼟地利⽤上の制約を余儀な
くされるなか、市街地は拡⼤・⾼密度化し、その⼈⼝密度は全国の政令指定都市並みとなっています。
全国の政令指定都市は、⾼密度な都市構造と⼀体となった、骨格的な公共交通インフラが形成され
ていますが、本都市圏は公共交通インフラが脆弱となっています。 

 

 
 
 

 

中南部都市圏と主な政令指定都市の人口密度

都市名 面積（㎢） 人口（人） 人口密度（人/㎢) 公共交通分担率

沖縄県中南部都市圏 483.54 1,220,271 2,524 4.5% （2023年）

北九州市 491.69 939,029 1,910 13.5% （2021年）

広島市 906.69 1,200,754 1,324 11.8% （2021年）

神戸市 557.02 1,525,152 2,738 31.1% （2021年）

出典：2020年国勢調査、公共交通分担率は第7回全国都市交通特性調査（2021年）より（中南部都市圏のみ第4回PT調査）

中南部都市圏と主な政令指定都市の公共交通ネットワーク 

出典： 公共交通ＮＷ（国土数値情報（R1)、人口（国勢調査 H27) 
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2 (2) 分断された都市構造 

市街地を分断する⼤規模な駐留軍⽤地の存在によって歪な都市構造を余儀なくされている状況に
あります。今後、駐留軍⽤地跡地利⽤は、都市構造を⼤きく改変する可能性があることから、その影
響について把握し将来の都市構造を検討しておく必要があります。 
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2 (3) 急拡⼤する都市圏 

沖縄県では 2016 年前後から地価が急激に上昇し、那覇市の住宅地地価は、2025 年時点で、
都道府県庁所在地として全国 8 位の⾼⽔準となっています。地価・家賃の上昇に加え、県⺠の低所
得等を背景に郊外への転出が進展しています。 
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那覇 宜野湾

浦添 北谷

県平均 中南部平均

市町村別の住宅地地価推移

（2023年時点で10万円/m2の自治体のみ抜粋） 0 40 80

東京23区

大阪市

横浜市

福岡市

京都市

さいたま市

名古屋市

那覇市

神戸市

広島市

千葉市

仙台市

静岡市

札幌市

奈良市

鹿児島市

都道府県庁所在地の住宅「平均」価格

2025年

公示平均価格

2024年

公示平均価格

万円/㎡

出典 令和7年地価公示HP：国土交通省

円/㎡

区分
2025年
公示平均価格

2024年
公示平均価格

東京23区 771,600 704,600

大阪市 282,800 265,000

横浜市 257,000 245,800

福岡市 239,800 217,200

京都市 238,700 227,900

さいたま市 238,400 229,500

名古屋市 222,300 212,900

那覇市 207,500 192,300

神戸市 165,200 157,800

広島市 151,100 144,700
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2 2-2 社会構造上の課題 

(1) ⾼齢化の急速な進展 

2045 年(R27)の都市圏の⼈⼝は、現在の約 122 万⼈から約 119 万⼈へと徐々に減少します。
県⺠の 4 ⼈に 1 ⼈が亡くなった沖縄戦で、多くの⼦供たちが犠牲となった影響もあり、沖縄県はこれま
で全国に⽐べ⾼齢者が少ない状況にありましたが、今後、⾼齢化が急速に進展し、2045年には⾼齢
者（65 歳以上）の⼈⼝は、約 3 ⼈に１⼈の割合まで増加します。 

沖縄県は、2018 年に超⾼齢社会（65 歳以上の⼈⼝が 21%以上）となって以降、今後さらに
⾼齢化が進⾏することから、⾼齢ドライバー（75 歳以上）や移動困難者の急増が課題となります。 
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5

2
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4
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万
人

中南部都市圏の人口推移

実績 推計 119万人

4.9%

5.6%

5.8%

5.5%

5.3%

5.3%

5.5%

6.3%

6.5%

7.2%

7.2%

6.1%

5.9%

5.9%

6.0%

3.6%

3.2%

2.4%

1.6%

4.5%

4.7%

4.8%

4.6%

4.2%

4.8%

5.5%

5.5%

5.4%

5.6%

5.7%

6.0%

6.5%

6.7%

7.1%

5.7%

4.8%

3.8%

4.0%

0% 2% 4% 6% 8%

0%2%4%6%8%

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳~

年齢階層別人口
2023年 2045年

生産年齢人口

60.9％

年少人口

16.3％

生産年齢人口

53.9％

年少人口

14.0％

前期高齢者

11.9％
前期高齢者

13.8％

22.7％ 32.1％

後期高齢者（高齢ドライバー）

10.8％
後期高齢者（高齢ドライバー）

18.3％

※2023年は住基人口、2045年は人口問題研究所（令和2023年推計）より作成
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2 (2) 貧困問題 

沖縄地⽅は、全国に⽐べ家計の収⼊が 15 万円/⽉以上少なく、世帯の約半数が世帯所得 300
万円以下となっています。 

任意⾃動⾞保険加⼊率は全国最下位の 80%で、5 台に 1 台は無保険⾞となっており、⾃他とも
にハイリスクな⾃家⽤⾞保有の状況となっています。 

  

 
 

 
 

14.7%

16.9%

17.5%

13.2%

9.2%

8.2%

5.3%

4.4%

3.4%

1.9%

2.9%

1.1%

0.7%

0.6%

9.2%

12.3%

14.8%

12.8%

9.9%

8.5%

6.9%

5.7%

4.8%

3.7%

5.8%

2.5%

1.9%

1.2%

20% 15% 10% 5% 0% 5% 10% 15% 20%

100万円未満

100～199万円

200～299万円

300～399万円

400～499万円

500～599万円

600～699万円

700～799万円

800～899万円

900～999万円

1000～1249万円

1250～1499万円

1500～1999万円

2000万円以上

世帯所得分布

沖縄県

全国平均

出典：令和4年就業構造基本調査より作成
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大
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東
京
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崎
山
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茨
城
鹿
児
島

沖
縄

% 自動車保険加入率

出典 損害保険料率算出機構：自動車保険の概況（2024年度）より作成



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市圏の現状 
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3 3. 都市圏の現状 

3-1 都市圏の移動の現状 

(1) 都市圏の⼈の移動は減少 

過去 3 回の調査では、⼈⼝・トリップ数はともに増加してきましたが、今回調査では前回に⽐べて、⼈
⼝が約 11 万⼈（約 9.9%）増加しているのに対し、トリップ数は約 7.6 万（約 2.9％）減少してい
ます。 

更なる少⼦⾼齢化が予想されるなかで、誰もが安全・安⼼・快適に移動し、活動できる都市を構築・
維持していく必要があります。⼈⼝減少局⾯では、都市や交通インフラを維持するための財政制約も⽣
じると想定されるため、将来の⼈の移動の変化を踏まえた都市デザインの重要性がより⾼まっています。 
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3 (2) ⾃動⾞を中⼼とした都市圏での⽣活 

鉄軌道のような利便性の⾼い公共交通機関が存在しない沖縄県では、極めて⾼い⾃動⾞依存型
社会が形成されており、⽇常⽣活の移動の⼤半を⾃動⾞に頼っている状況にあります。 

都市圏の交通⼿段の構成⽐は、⾃家⽤⾞の分担率が72.5％と、前回調査の67.4％から増加し、
⾃家⽤⾞への依存傾向が更に進展しました。これに対応して、徒歩での移動は減少しました。 

「公共交通（バス+モノレール）」の分担率は 4.5％で、公共交通全体としては前回調査の 4.4％
から⼤きな変化は⽣じていないものの、モノレールの分担率は 1.6％に増加し、バスの分担率は 2.9%に
減少しました。 
 

 
 

以降では、「都市構造」、「社会構造」、「都市交通」、及び、「近年の変化」の4つの観点で、都市圏
の移動の実態と改善すべき課題を⽰していきます。 
 
 
  

0.0%

0.0%

1.0%

1.6%

13.9%

8.2%

3.4%

2.9%

3.3%

3.1%

1.3%

0.5%

34.5%

49.8%

67.4%

72.5%

2.6%

6.1%

6.2%

5.7%

45.2%

32.6%

20.5%

16.7%

0.4%

0.2%

0.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第1回（1977年）

第2回（1989年）

第3回（2006年）

第4回（2023年）

モノレール バス タクシー系 自動車 二輪車 徒歩 その他

代表交通手段分担率

自動車利用の増加

4.4%

4.5%

【前回比較】

第4回－第3回 ▶
モノレール

+0.6%

バス

-0.5%

タクシー・ハイヤ―

-0.8%

自家用車

+5.1%

二輪車

-0.5%

徒歩

-3.8%

その他

-0.1%

※個人票から拡大した集計値

※不明は除く
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3 
3-2 都市構造から⾒た移動の実態 

(1) 那覇市、沖縄市を中⼼とした 2 つの⾏動圏域 

現在の都市圏では、那覇市と沖縄市が通勤や私事の主たる目的地であり、それぞれに対し複数の市
町村からの移動が集まる広域的な移動圏域が形成されています。⼀⽅、那覇市と沖縄市以外の市町
村への移動は、⾃市町村若しくは隣接する 1 つの市町村程度までが⾏動範囲となっています。 

通勤のほうがやや⾏動圏域が広く、買い物に代表される⽇常的な私事の移動は隣接市町村程度の
範囲に留まっています。 

 

 

5 万トリップ

10 万トリップ

集中量

1 万トリップ

5 万トリップ

10 万トリップ

集中量

1 万トリップ

広域的な圏域

自市町村近隣の圏域

広域的な圏域

自市町村近隣の圏域

※ある市町村から発生するトリップのうち１０％以上のトリップが対象の市町村へ向かう場合、 トリップの出発地となった市町村を対象の市町村の圏域、 とした。

通勤圏域 私事圏域

那覇市
西原町

中城村

北中城村

南風原町

嘉手納町

読谷村

沖縄市

うるま市

南城市

八重瀬町

糸満市

豊見城市

北谷町

宜野湾市

与那原町

那覇市

浦添市

西原町

中城村

北中城村

南風原町

嘉手納町

読谷村

沖縄市

うるま市

南城市

八重瀬町

糸満市

豊見城市

北谷町

宜野湾市

与那原町

浦添市

72%
67%

58%
57%
56%

53%
48%
47%
46%
45%
45%
44%
44%
43%

40%
36%

32%
57%

24%
29%

38%
37%
38%

41%
45%
47%

45%
48%

47%
47%
47%
49%

52%
54%

58%
37%

3%
4%
5%
6%
6%
6%
7%
7%

9%
7%
8%
9%
9%
8%
8%

11%
10%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

那覇市
うるま市

沖縄市
読谷村
糸満市
浦添市

宜野湾市
北谷町

南風原町
豊見城市

南城市
八重瀬町
嘉手納町

西原町
与那原町
北中城村

中城村
都市圏計

居住している市町村内の移動 居住している市町村とそれ以外の市町村間の移動 居住地ではない市町村間の移動

居住地と目的地の移動割合
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3 (2) 郊外化の進展とさらなる⾃動⾞依存 

那覇市内への⾃動⾞通勤に着目すると、那覇市、浦添市、⻄原町など公共交通（基幹バスやモノ
レール）を利⽤しやすい地域では減少し、与那原町や⼋重瀬町など公共交通網の⼗分でない島尻⽅
⾯からは増加しています。 

前回調査と通勤時間の分布を⽐較すると、30 分以上のトリップ割合が増加しており、郊外居住増加
による通勤の⻑距離・⻑時間化に加え、⾃動⾞利⽤に拍⾞がかかることは、道路混雑増加の⼀因にも
なっています。道路混雑の悪化は、県全体の⽣産効率の低下を招くだけでなく、県⺠⼀⼈ひとりが⾃由
に使える時間にも影響を及ぼし、個⼈の有意義な活動を阻害する要因にもなってしまいます。 

 

 

 

 

  

10%

8%

30%

26%

22%

22%

20%

21%

9%

11%

3%

5%

5%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査

今回調査

10分未満 20分未満 30分未満 40分未満 50分未満 60分未満 60分以上

7%増加

通勤時間の構成比

　＋2％

＋3％

＋7％

＋35％

＋18％

＋45％

※都市圏内発着のトリップを対象としている。
   （津堅島、 久高島を除く。）
※出発時刻不明、 到着時刻不明を除く。
※移動目的が通勤 （帰社含む） のうち、
   現住所と出発地が一致するものを対象としている。

市町村別那覇着の通勤トリップ数増減率 （自動車）
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3 
3-3 社会構造から⾒た移動の実態 

(1) 外出機会を失わないための環境整備の必要性 

免許の保有と非保有での外出率は、全年齢で 9 ポイント、⾼齢者で 33 ポイントと⾼齢者で⼤きな
差が⾒られました。同様に、⾃由に使える⾃動⾞の有無でも、全年齢で 18 ポイント、⾼齢者で 32 ポイ
ントと⾼齢者で⼤きな差が⾒られ、⾃動⾞を⾃由に使える環境の有無が、個⼈、特に⾼齢者の⾏動に
⼤きな影響を与えていることが分かりました。 

 

 
 

 

※外出率：都市圏人口に対して、ある一日に外出した人の割合 

82%

73%73%

40%

0%

20%

40%

60%

80%

100% 免許保有別外出率

全年齢 高齢者

保有 非保有 保有 非保有

9pt

33pt

※個人票から拡大した集計値

※保有は回答項目4.5

非保有は回答項目1.2.3をまとめた集計値

・回答項目

1.持っていない

2.持っていたが返納した

3.今後取得予定

4.原動機付き自動車

5.自動車・二輪車

85%

76%76%

66%67%

44%

0%

20%

40%

60%

80%

100% 自由に使える自動車別外出率

全年齢 高齢者

自分専用がある 家族共用がある ない 自分専用がある 家族共用がある ない

18pt

32pt

※個人票から拡大した集計値
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3 
また、今回調査した「免許保有者に対する⾃動⾞の運転意向」からは、多数の⽅が「可能な限り運

転を続けたい」と考える⼀⽅、「後期⾼齢者（75 歳）になると、運転したくない」と考える⽅が 4 ⼈に 1
⼈（26%）います。そして、2045 年（R27、計画目標年次である 20 年後）には、都市圏全体で
約 25 万⼈が、⾃⾝で⾃動⾞を運転しない（できない）状況になる可能性があることが推定されました。 

さらに、都市部（那覇市）と郊外部（⼋重瀬町）の⽐較において、郊外部ほど免許未返納の割合
が⾼いことから、⽣活のために⾃動⾞を運転せざるを得ないといった実態が⾒えてきました。 

今後、運転しない（できない）状況になった⽅々が、安⼼して免許を返納できるように、まちづくりや
交通サービスの充実を図ることが重要です。 

 

 

2% 24% 40% 6% 28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～64歳 65～74歳 75～84歳 85歳以上 生涯運転したい

75歳（後期高齢者）

74%

26％

自動車の運転意向（何歳まで運転したいか）

運転したい

運転したくない

65歳

98%

85歳

34%

66%

※世帯票から拡大した集計値 ※不明は除く
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3 (2) ⾃動⾞は必需品だが家計への負担も⼤きい 

⾃動⾞保有率は、都⼼部より郊外部の⽅が⾼く、世帯年収による差も⼤きく出ています。郊外部は
都⼼部に⽐べると、公共交通網の整備が⼗分でないことから、⾃動⾞を保有せざるを得ない実態が明ら
かになりました。 

沖縄県の消費⽀出額は、全国に⽐べ1か⽉で約3.7万円低く、その⽀出内訳を⽐較すると、⾷料、
住居、光熱・⽔道等に加えて⾃動⾞等維持費が⾼く、教育関連・保険医療が低くなっています。約半
数の世帯年収が 300 万円を下回る沖縄県において、世帯⽀出に占める⾃動⾞の維持費は、世帯年
収が 150 万円以下の場合は 14％、300 万円以上で 7.5％と非常に⾼い割合を占めています。 

 

 
 

 

86%

50%

71%

94% 99%

14%

50%

29%

6% 1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

中南部都市圏 都心部 郊外部 都心部 郊外部
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3 (3) 朝の通勤時間帯の移動の 14％は⾃動⾞送迎による通学 

沖縄県では義務教育の世代においても、⾃動⾞の利⽤が約半数を占めています。都市圏全体の⾃
動⾞トリップ数に占める送迎交通の割合は、朝ピーク時で約 14％に及んでおり、送迎後の移動目的は、
朝ピーク時では通勤（通勤ついでの送迎）が約 53％と最も多くなっています。 

保護者等の送迎負担の軽減に資する交通環境の構築や、送迎による渋滞の緩和、また、通勤や帰
宅ピーク時に集中する交通需要の平準化を進める必要があり、その対応として道路や公共交通インフラ
の整備と併せて、TDM（交通需要マネジメント）施策等に引き続き取り組む必要があります。 
 

 

42%

59%

77% 79% 80% 80% 82%
77%

73%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

年齢階層別自動車分担率（送迎含む）

送迎

※個人票から拡大した集計値。不明は除く。

通勤, 

53%

帰宅, 

29%

私事, 

17%

８時台 送迎後の目的構成比

通勤 通学 帰宅

(約11％)

(約12％）

(約74％）

( ）内は各目的に占める送迎の割合

通勤ついでの送迎

半数以上

送迎目的のみ

約3割

0%
0%

1%

3%

7%

14%

12%

5%

4%

3%
4%

5%

6%

11%

13%

11%

7%

7%

9%

12%

5%

2%
0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0
3

時
0

4
時

0
5

時
0

6
時

0
7

時
0

8
時

0
9

時
1
0

時
1
1
時

1
2

時
1
3

時
1
4

時
1
5

時
1
6

時
1
7

時
1
8

時
1
9

時
2

0
時

2
1
時

2
2

時
2

3
時

2
4

時

（万）
都市圏 着時間帯別

送迎有無別自動車トリップ数と送迎率

送迎あり 送迎なし 送迎率

0

5

10

15

20

25

30

0
3

時
0

4
時

0
5

時
0

6
時

0
7

時
0

8
時

0
9

時
1
0

時
1
1
時

1
2

時
1
3

時
1
4

時
1
5

時
1
6

時
1
7

時
1
8

時
1
9

時
2

0
時

2
1
時

2
2

時
2

3
時

2
4

時

(千)
都市圏 着時間帯別

送迎後の目的別自動車トリップ数

01通勤 02通学 03帰宅

04私事 05業務

トリップ数 トリップ数

送迎率は朝ピークで14％

※送迎ありとは、各トリップの一つ前トリップで送迎トリップがあるもの、
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3 
3-4 都市交通の現状 

(1) 交通需要が集中する南北軸 

都市圏の市町村間で束ねた全⼿段の移動流動量は、都市圏南北軸（豊⾒城〜那覇〜宜野湾
〜沖縄〜うるま）で 10 万トリップ以上（市町村内々トリップを除く）の⼤きな需要の軸が存在し、その
うち⾃動⾞の移動流動量が多くを占めています。 
 

 
※市町村間流動量︓⾃動⾞とバスの市町村間ネットワーク上に需要を束ねたもの 
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3 (2) 道路容量を超過する「那覇-沖縄間」 

都市圏の主要な移動は、那覇市、沖縄市を目的として⻄海岸に南北⽅向に連なっています。地形
や駐留軍⽤地の影響もあり整備可能な道路の容量が限られるため、「北⾕-北中城断⾯」から「浦添-
⻄原断⾯」では、交通需要が道路の容量に対して⼤きく超過しています。⼀⽅、沖縄⾃動⾞道等は、
⼀般道路に⽐べ道路の容量に余裕があります。 

今後は、インターチェンジの追加整備等によるサービス圏域の拡⼤を通じて沖縄⾃動⾞道を有効活
⽤し交通量の平準化を図るとともに、⼀般道では道路空間を有効活⽤した公共交通サービスの向上と
その利⽤促進を進め、交通渋滞を軽減し、都市圏内の円滑な移動を実現していく必要があります。 
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3 (3) 那覇を中⼼に公共交通の利⽤率が⾼いモノレール・基幹バス沿線 

通勤目的のモノレールの分担率は、延伸したエリアも含め、モノレール沿線やてだこ浦⻄駅に近接する
⻄原町で⾼い傾向にあり、今後、てだこ浦⻄駅周辺の開発や幸地インターチェンジによる沖縄⾃動⾞道
との結節強化により更なる利⽤が⾒込まれます。 

また、バスの分担率は、那覇市周辺や国道 58 号沿線エリア（基幹バスの取組が進めらている沿線）
で⾼い傾向にあり、通勤目的の⾃動⾞分担率は、基幹バス沿線や路線バスの運⾏本数が多いエリアで
は低い傾向を⽰しています。 

公共交通のサービスレベルが向上したエリアでは、県⺠の移動利便性が⼤きく向上し、⾃家⽤⾞と公
共交通を使い分けられるようになってきました。⼀⽅、いまだ公共交通の利便性の低い郊外部においては、
通勤目的の⾃動⾞分担率は⾼い傾向にあり、⾃家⽤⾞に頼らざるを得ない状況にあることが伺えます。 

バス利⽤者の減少や運転⼿不⾜によるバス減便等の新たな社会課題も⽣じるなか、バス路線の再
編を含む公共交通ネットワークの機能維持と、より使いやすいサービスへの改善が重要な課題です。 
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3 (4) 路線バス需要と供給量のバランス改善の必要性 

路線バスのピーク時の需要（利⽤者数）と供給（着席時輸送⼒）は概ね同等で、時間帯や場所
の需要に合わせた路線バスの運⾏が図られています。⼀⽅、路線バスは可能な限り⽇中の少数ニーズに
も対応するようにサービスを提供しているため、全⽇でみると供給に余裕がある状況にあります。 

今後は、潜在的な公共交通需要（路線バスを利⽤したいけど、適当なサービスがないため利⽤でき
ない）の取り込みや、路線バスのサービスレベル向上と更なる利⽤促進に向けて、ピーク時の輸送⼒強
化や需要に合わせた柔軟なバス運⽤形態への改善及び限られた供給量を有効に活⽤するためオフピー
クの利⽤促進を図っていく必要があります。 
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3 (5) コストに応じて選択される交通手段と中⻑距離で割⾼なバスの運賃 

1) 通勤手当の⽀給状況と交通手段の選択 
通勤にかかる費⽤は、公共交通利⽤が⾃動⾞利⽤より⾼くなっています。⼀⽅で、都市圏の通勤⼿

当⽀給状況は、全額⽀給、限度額⽀給、全額⾃⼰負担が 3 分の 1 ずつとなっており、さらに、その⽀
払い限度額は、5 千円未満が 54％と最多で、約 85％が 1 万円未満となっています。 

また、利⽤交通⼿段別の通勤⼿当⽀給状況を⾒ると、公共交通利⽤者の約７割が全額会社⽀給
である⼀⽅で、⾃動⾞利⽤者は、全額⾃⼰負担や限度額まで会社負担が約 7 割を占めており、⼿当
の⽀給状況が通勤の交通⼿段として公共交通を選択する際の障壁となっている可能性が考えられます。 
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3 
2) 駐⾞料⾦と往復のバス運賃 

那覇市の中⼼部から離れるに従い、⾃動⾞の分担率が上昇する傾向にあり、往復の路線バス運賃と
那覇中⼼部の駐⾞場料⾦を⽐較すると、往復の路線バス運賃が那覇中⼼部の駐⾞場料⾦よりも安
いエリアは、概ね中⼼部から 11km より内側です。これは、⾃動⾞の分担率が⽐較的低いエリアと概ね
⼀致しており、安価な駐⾞料⾦が⾃動⾞利⽤に拍⾞をかけている可能性が考えられます。 

中⼼市街地の活性化や⼈中⼼の持続可能なまちづくりの観点からも、都市部への過度な⾃動⾞の
流⼊を抑制することが求められており、駐⾞場マネジメントやエリアマネジメントによる交通需要の調整に
ついて検討の必要性が伺えます。 
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3 
3) 鉄道に⽐べ中⻑距離では割⾼な路線バス運賃 

公共交通の運賃は、運⾏事業者が⾃由に決めることはできず、総括原価⽅式に基づく国の運輸機
関への認可や届出による審査で決まりますが、鉄道と路線バスの距離帯別の運賃を⽐較すると、モノレ
ールや⼤量輸送機関である鉄道に⽐べて、路線バスでは 5km を超えると距離が⻑くなるほど運賃差が
広がっていきます。 

那覇市-沖縄市間約 20km を移動する際のバス運賃は、東京都市圏で同距離を移動する際の鉄
道の運賃（東京-川崎間）と⽐較して、通常運賃では 3 倍、通勤定期(1 年)では約 5 倍となります。 

⼀⽅、沖縄地⽅は、全国に⽐べ家計の収⼊が 15 万円/⽉以上少なく、世帯の約半数が世帯所得
300 万円以下といった家計の状況から、路線バスの割⾼な運賃が、路線バスを移動⼿段として選択で
きない理由の⼀つになっていることが⽰唆されます。バス運賃負担の低減策や、中⻑期的には、需要に
応じたより効率的な⼤量輸送⼿段の導⼊を含めた検討が重要な課題であることが分かります。 
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タクシー：沖縄県ハイヤータクシー協会HPより作成、高速バス：那覇バス・琉球バス交通バスロケーションシステムより作成
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3 
3-5 都市交通整備と近年の変化 

(1) モノレール運⾏区間が延⻑し乗客数は年々増加 

ゆいレールの乗客数は、コロナ禍の影響で⼤きく減少したものの、2023 年に 3 両編成⾞両の運⾏が
開始して以降、以前の⽔準まで回復し、2025 年 10 ⽉には⽉乗客数の過去最多記録を更新し、延
⻑区間の利⽤も順調に増加しています。 

終点のてだこ浦⻄駅では、近隣だけでなく沖縄市・うるま市まで含めた広範囲での利⽤が確認されて
おり、その端末交通⼿段は⾃動⾞利⽤が 56％を占めています。P&R 駐⾞場の整備等により、沿線の
みならず広範囲で公共交通利⽤のサービスが向上したことで、更にモノレールの利⽤が増えています。 
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3 (2) 基幹バスの導⼊が進み沿線地域でバスの分担率が向上 

前回調査のマスタープランや「那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市・北中城村地域公共交通総合連
携計画」、「TDM 施策推進アクションプログラム」を受け、バスレーン延⻑や基幹急⾏バス等の取組が進
められてきました。基幹バスシステムの取組区間等では、バスのサービスレベルが⼤きく向上し、那覇⽅⾯
への通勤目的のバス分担率は⼤きく向上しました。 

公共交通の利便性向上の成果が確認されたことから、引き続き公共交通の利便性向上に資する取
組を拡充していくことが重要です。 
 

 
 
 
 

※国道58号（伊佐以南）ではH27、H31にバスレーンを段階的に延長
※国道58号（コザ以南）ではH28より基幹急行バス実証実験開始、R1より本格運行
※その他、系統別カラーリング、ノンステップバス、ICカード、バスロケ等を順次導入
※国道329号沿線（古波蔵～兼城間等）でもバスレーンを実施中

国道58号を中心とした基幹バスシステムの取組区間

9.1

12.4

0.0 5.0 10.0 15.0

2006年

2023年

基幹バス沿線（伊佐以南）

9.2

12.5

0.0 5.0 10.0 15.0

2006年

2023年

基幹バス沿線（コザ以南）

9.0

10.2

0.0 5.0 10.0

2006年

2023年

国道329号沿線（兼城以西）

8.0

7.6

0.0 5.0 10.0

2006年

2023年

都市圏その他エリア

エリア別の那覇着 通勤目的 バス分担率の変化 沿線エリアの区分（Cゾーン）

増加

増加

増加

微減
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3 (3) ネットワーク形成に向けて着実に進展する道路の整備 

前回調査時（2006 年）と⽐較して、道路（国道・県道）の整備延⻑は約 6%増加しています。 
都市圏の道路整備は着々と進められており、ハシゴ道路ネットワークの形成を目指して東⻄軸・南北

軸としての役割を持つ道路や、渋滞の無い道路ネットワーク実現のために 2 環状 7 放射道路が順次供
⽤されています。 

現在も、那覇空港⾃動⾞道や沖縄⻄海岸道路等の整備が着実に進められており、交通渋滞の緩
和、物流の効率化、観光・産業振興の⽀援効果が期待されています。 

 

2 環状 7 放射道路の整備（2021.3 時点） 

  

宜野湾市

浦添市

西原町

那覇市

豊見城市

南風原町

放射道路・環状道路 凡例

放射道路<供用中>

環状道路<供用中>

〃 <構想段階>

〃 <構想段階>

市町村役場

与那原町役場

豊見城市役所

那覇市役所

西原町役場

浦添市役所

宜野湾市役所

中城村役場

南風原町役場

環状道路<事業中>

放射道路<事業中>

出典：沖縄ブロック新広域道路交通ビジョン・新広域道路交通計画
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3 (4) 観光需要の⼤幅な増加とそれに伴う多様な⼆次交通整備の必要性 

2019 年に沖縄県を訪れる観光客は 1,000 万⼈を超え、コロナ禍で⼀時落ち込むも 2023 年時点
で国内客はほぼ回復しました。沖縄本島へは全体の 76％が訪問し、2023 年時点で平均宿泊数は 3
泊を超えるため、試算すると沖縄本島には毎⽇平均して約 9 万⼈の観光客が滞在することになります。 

また、観光客は、限られた滞在期間に、点在する観光地等を効率よく周遊するため、約 65％はレンタ
カーを活⽤しています。⼀⽅、レンタカーの流動は那覇-北⾕-名護を結ぶ⻄海岸⽅⾯に集中しているこ
とから、国道 58 号をはじめとする観光客が多く利⽤する路線は、交通容量が不⾜し渋滞が⽣じてしま
い、レンタカーによる観光客の移動快適性も阻害されています。 

那覇空港周辺の道路混雑の緩和や、公共交通を利⽤したい観光客の円滑な移動促進のため、那
覇空港やクルーズターミナルを含む交通結節点（観光拠点）等における乗換え機能の強化等、分かり
易く使いやすい総合的な交通体系へ改善し、来訪者の移動性や旅⾏満⾜度を向上していくことも重要
です。 

    

 

沖縄本島住民

135万人（94%）

観光客

9万人（6%）

※計算式

県内の観光客×本島訪問割合×滞在日数÷1年

993万人（R6）×78.5％×（3.06泊＋1日）÷365日＝9万人

平均して9万人の観光客が

沖縄県に存在

沖縄県における観光客の割合

21 

9 

2 

17 

30 

65 

6 

14 12 
5 

2 

0

10

20

30

40

50

60

70

利用率

(%)
観光客の65％が

レンタカーを利用

※複数回答可

※分担率でなく利用率

である点に注意

※n=21,727

1)令和5年度観光統計実態調査報告書

2)住民基本台帳人口・世帯数及び人口動態

（令和6年住民基本台帳人口令和5年人口動態）

観光客の交通手段利用率

混雑度

1.74 

混雑度

1.29 

混雑度

1.11 

混雑度

1.34 

混雑度

0.65 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

R58 R330 沖縄道 R329 r227

万台

交通容量 レンタカー レンタカー以外

北谷－北中城断面における

交通容量と交通量の比較

※沖縄総合事務局より提供の現況観光OD表によって算出

2022年11月のレンタカー調査をもとに作成したレンタカーOD表と

H27現況OD表から作成した観光OD表によって交通量配分を実施
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3 (5) アフターコロナの県⺠のライフスタイル変化 

調査⽇に在宅勤務・オンライン授業を実施した⽅の割合は、都市圏全体の 3.2％で、在宅勤務・オ
ンライン授業が原因で外出しなかった⼈は全体の 1.3％でした。産業ごとにみると、沖縄県の産業構成
⽐で⾼い割合を占める「医療・福祉、卸売・⼩売業、宿泊業・飲⾷サービス業」では、在宅勤務率が 2
〜4％程度と低く、在宅勤務やオンライン授業は、沖縄県では定着していないことが分かりました。 

   

また、本都市圏では近年⻄海岸を中⼼に⼤型物流施設が相次いで開業し、沖縄県の海上出⼊貨
物は 10 年前と⽐較して約 1.3 倍増加しています。オンラインショッピングの増加などが要因と考えられ、
円滑な物流を⽀える都市交通インフラ整備の重要性が⾼まっていることが分かります。 

 

77.1%

1.9% 1.3%

19.7%

0% 50% 100%

外出あり かつ 在宅勤務・オンライン授業の実施なし

外出あり かつ 在宅勤務・オンライン授業の実施あり

外出なし かつ 在宅勤務・オンライン授業の実施あり

外出なし かつ 在宅勤務・オンライン授業の実施なし

在宅勤務・オンライン授業と外出の有無

外出なし

（21％）
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※出典）国土交通省港湾統計年報
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4 
4. 都市圏の課題と改善の⽅向性 

4-1 都市圏の複合的な課題 

3 章に⽰した都市圏の移動実態を踏まえ、今後対応すべき課題を⽰したうえで、クルマ中⼼から⼈中
⼼の都市構造・社会構造への転換を図り、「次世代交通ビジョンおきなわ」とともに、「貧困であってもクル
マを持たざるを得ない社会」から「クルマに縛られず誰もが⾃由に移動できる社会」を目指します。 

 

クルマ中⼼の都市構造・社会構造 
「貧困であってもクルマを持たざるを得ない社会」 

 

 

 

⼈中⼼の都市構造・社会構造 
「クルマに縛られず誰もが⾃由に移動できる社会」  
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4 4-2 特に対応が必要な課題 

(1) クルマだけに頼った⽣活を続けると、⾃⼒で移動できなくなる⽇が来る 

2045 年には 3 ⼈に 1 ⼈が⾼齢者となり、クルマを利⽤できない⼈も増えていきます。クルマが⾃由に
使えなくなった際の⽣活スタイルをイメージし、いまから準備をしていくことが重要です。 
 

⼈⼝の推移及び将来の免許返納率 

 
（出典）2020 年までの⼈⼝︓国勢調査 

2025〜2045 年の⼈⼝︓⽇本の地域別将来推計⼈⼝（令和 5 年推計） 

 
• 65 歳以上の⾼齢者数は増加傾向にあり、2045 年にはおよそ 3 ⼈に 1 ⼈が⾼齢者になる 
• 運転をできない（したくない）⼈は推計 25 万⼈ 

 
 

クルマだけに頼らず⾃由に移動できる環境整備が必要 
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4 (2) 増える渋滞・移動時間により⾃由時間が減っている 

クルマ中⼼で施設が分散していることが、⾃動⾞依存や渋滞に拍⾞をかけ、移動時間の増加にもつな
がっています。渋滞に巻き込まれて多くの時間を無駄にしてしまわないために、必要な都市の機能をまちの
中⼼に集めて、クルマでの移動に頼らず様々な活動ができるようにまちを作り変えていく必要があります。 
 

それぞれの目的ごとの移動にかけている時間 

 
（出典）令和３年社会⽣活基本調査結果（総務省統計局） 

 
• ⽇常的に⽴ち寄る施設が点在しているため、クルマを使った移動が増える 
• 4 割強の⼈が通勤に⽚道 30 分以上かけている    
• 地価の⾼騰や郊外化が⾃動⾞への依存に拍⾞ 
 
 

クルマがなくても必要な場所や施設にアクセスできる環境づくりが必要 

（都市機能の集約や都⼼部の⾼度利⽤、 
徒歩圏で⽤事を済ませられる環境づくり） 
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4 (3) 那覇－沖縄間の⼈の往来が多く、道路整備だけでは対応できない 

道路をクルマの通⾏だけに使っていると、どれだけ整備を進めても、渋滞の解消は簡単ではありません。
より多くの⼈がスムーズに移動できるようにするためには、クルマだけでなく公共交通も含めて、道路空間の
使い⽅を⼯夫していくことが⼤切です。 
 

宜野湾―中城断⾯における交通容量と交通量の⽐較 

 
（出典）令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査⼀般交通量調査 

※交通量は 24 時間交通量、交通容量は混雑度や昼夜率を⽤いて算出 

 
• 本都市圏の交通の要衝である宜野湾－中城断⾯では、主要路線すべてが混雑し、交通容量が

不⾜ 
• 国道 58 号ではバスレーンが導⼊されているが、非実施時間はバスも⾃動⾞の混雑に巻き込まれ

ている 
• 規格の⾼い沖縄⾃動⾞道は⽐較的混雑度が低い 

 
 

道路の機能分担と公共交通のための空間創出が必要 
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4 (4) 公共交通を使いたくても、コスト負担に耐えられない 

沖縄では公共交通の多くを路線バスが担っていますが、鉄道のように⼤量輸送ができません。バスは地
域の⾜として重要な役割を果たす⼀⽅で、運⾏効率の⾯では不利な部分もあり、利⽤者の運賃負担
が⼤きくなりやすいという課題を解決していく必要があります。 
 

公共交通手段別の料⾦⽐較 

 

（出典）ゆいレール︓ゆいレール公式サイト、鉄道︓JR おでかけネット（JR ⻄⽇本）  
路線バス︓バスマップ沖縄、NAVITIME 

※県内路線バスは那覇市内線を除く 

 
• 路線バスしか使えないエリアでは、公共交通での移動が割⾼で⾦銭負担が⼤きい 
• 本都市圏で通勤費を会社に全額負担してもらっている⼈は全体の 1/3 のみであり、公共交通で

通勤したい⼈も⾦銭的に難しい 
 
 

誰もが公共交通を利⽤しやすくする⽀援が必要 
 
  

0

200

400

600

800

1,000

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

公
共

交
通

料
金

（
円

）

距離(km)

鉄道

ゆいレール

路線バス
5kmを超えると

路線バスは割高

5km

500円も

高い！



 

42 

都
市
圏
भ
課
題
ध
改
善
भ
⽅
向
性 

4  
 


